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●道内経済の動き�

●平成20年道内企業の年間業況見通し�

●食料問題と北海道農業（２）�
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最近の道内景気は、住宅投資の減少などからやや弱めの動きとなっている。

需要面をみると、公共投資は、国および地方自治体の財政面での制約から減少している。

住宅投資は、建築基準法改正の影響から大幅に減少している。個人消費は、冬物商品の不振

などから、やや弱めの動きとなっている。設備投資は、製造業の能力増強投資を中心に増加

している。

生産活動は概ね横ばいである。また、雇用情勢は一部に改善の動きがみられるものの、横

ばいで推移している。企業倒産は、件数は増加したが、負債総額は大幅に減少した。
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①個人消費

１２月の大型小売店販売額（既存店ベース、

前年比▲２．０％）は、百貨店、スーパーとも

に前年を下回った。

百貨店（前年比▲４．６％）は、衣料品や身

の回り品などが減少し、６ヶ月連続で前年を

下回った。スーパー（同▲０．６％）は、身の

回り品などが減少し、６ヶ月連続で前年を下

回った。

コンビニエンスストア（同▲２．８％）は、

５ヶ月連続で前年を下回った。

②住宅投資

１２月の新設住宅着工戸数は、３，０５９戸（前

年比▲３０．２％）と６ヶ月連続で前年を下回っ

た。利用関係別では、貸家（同▲３４．０％）、

持家（同▲４．１％）、分譲（同▲４２．３％）と全

てが減少し、前年を下回った。

４～１２月の着工戸数累計では、３５，３２３戸

（前年同期比▲１８．５％）となり、前年を下回

っている。

道内経済の動き

― １ ―
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③鉱工業生産

１２月の鉱工業指数は、前年に比べ生産で

は、輸送機械工業や電気機械工業などが増加

したものの、プラスチック製品工業などが減

少した。

前月比では＋３．３％と２ヶ月連続で増加

し、前年比では▲０．７％と３ヶ月振りに減少

した。

④公共投資

１２月の公共工事請負金額は、３１４億円（前

年比＋５０．８％）と３ヶ月連続で増加した。

４～１２月の累計では請負金額７，６５０億円

（前年同期比▲６．７％）と減少基調が続いてい

る。

⑤雇用情勢

１２月の有効求人倍率（全数）は０．５８倍とな

り、前月比では同水準、前年比では０．０２ポイ

ントの低下となった。

また、新規求人数は医療・福祉や情報通信

業などは増加したが、卸売・小売業や建設業

などの減少から全体としては前年を下回っ

た。

道内経済の動き

― ２ ―
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来道客数
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⑥来道客数

１２月の来道客数は、９５１千人（前年比

＋２．８％）と２ヶ月連続で前年を上回った。

４～１２月の累計来道客数は、１０，０６３千人

（前年同期比▲２．３％）と前年を下回った。

⑦貿易動向

１２月の道内貿易額は、輸出が前年比１６．７％

増の３１６億円、輸入が同１８．７％増の１，３１６億円

となった。

輸出は、船舶や自動車の部分品などが増加

し、２ヶ月連続で前年を上回った。

輸入は原油・粗油やウッドチップなどが増

加し、４ヶ月連続で前年を上回った。

⑧倒産動向

１月の企業倒産は、件数は５０件（前年比＋

３１．６％）と前年を上回ったが、負債総額は８０

億円（同▲４７．８％）と大きく減少した。

業種別では、建設業が２４件と最も多く、続

いて、サービス・他（８件）、製造業、小売

業（各６件）となった。

道内経済の動き

― ３ ―
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１．平成１９年実績（売上・利益）

１８年に比べ売上DI（△２１）は１８ポイ

ント、利益DI（△２８）は２０ポイントそ

れぞれ低下した。業況は大幅に後退し、

厳しさを増した。

２．平成２０年見通し（売上・利益）

売上DI（△１１）は１０ポイント、利益

DI（△１６）は１２ポイントそれぞれ上昇

が見込まれるものの２桁のマイナスにと

どまり、道内企業の年間業況見通しには

慎重感が強い。

３．道内景気の見通し

２０年の道内景気について、景気見通し

DI（△５３）は８ポイント上昇する見通

しである。しかし大幅なマイナス水準に

変わりなく、道内企業は景気の先行きに

厳しい見方をとっている。

４．先行きの懸念材料

企業が２０年の業況見通しを考慮するに

あたり、懸念される材料を聞いた。第１

位に挙げられたのは「原油価格の動向」

（７８％）で前年に比べ１７ポイント上昇

し、８割弱に達した。続く「公共投資の

動向」および「個人消費の動向」（ともに

４９％）は約半数の企業が挙げた。

調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業取引先の経営動向
把握。
調査方法
調査票を配布し、郵送により直接回収。
調査内容
平成２０年道内企業の年間業況見通し
判断時点
平成２０年１月下旬
本文中の略称
� 増加（好転）企業

前年に比べ良いとみる企業
� 不変企業

前年に比べ変わらないとみる企業
� 減少（悪化）企業

前年に比べ悪いとみる企業
� ＤＩ

「増加企業の割合」―「減少企業の割合」

地域別回答企業社数

業種別回答状況

企業数 構成比 地 域
全 道 ４８０ １００．０％
札幌市 １６７ ３４．８ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各支庁、空知支庁南部道 央 １０７ ２２．３
道 南 ４５ ９．４ 渡島・檜山の各支庁
道 北 ７１ １４．８ 上川・留萌・宗谷の各支庁、空知支庁北部
道 東 ９０ １８．８ 釧路・十勝・根室・網走の各支庁

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ８００ ４８０ ６０．０％
製 造 業 ２２０ １２９ ５８．６
食 料 品 ７５ ４１ ５４．７
木 材 ・ 木 製 品 ３５ ２３ ６５．７
鉄鋼・金属製品・機械 ５０ ３４ ６８．０
そ の 他 の 製 造 業 ６０ ３１ ５１．７
非 製 造 業 ５８０ ３５１ ６０．５
建 設 業 １８０ １１６ ６４．４
卸 売 業 １００ ６１ ６１．０
小 売 業 １２０ ７２ ６０．０
運 輸 業 ７０ ３８ ５４．３
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３０ １９ ６３．３
その他の非製造業 ８０ ４５ ５６．３

特別調査

年間業況見通しに慎重感
平成２０年道内企業の年間業況見通し

要 約

調 査 要 項

― ４ ―― ４ ―
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平成１９年実績（売上・利益）

１９年の道内企業の業況は、前年に比べ売上

DI（△２１）は１８ポイント、利益DI（△２８）

は２０ポイントそれぞれ低下した。原油高に伴

う原材料価格の上昇などの影響を受け、業況

は大幅に後退し厳しさを増した。

１９年の売上は、前年に比べ「増加」した企

業（２２％、回答社数百分比、以下同じ）か

ら、「減少した」企業（４３％）を差し引いた

DI（△２１）は１８ポイント低下した。製造業

（△１１）は１８ポイント、非製造業（△２４）は

１７ポイントそれぞれ低下した。業種別にみる

と、木材・木製品製造業や建設業など１０業種

中９業種で低下した。

１９年の利益は、「増加」企業（１９％）から「減

少」企業（４７％）を差し引いたDI（△２８）は前

年に比べ２０ポイント低下した。製造業（△２４）

は２４ポイント、非製造業（△２９）は１８ポイン

トそれぞれ低下した。業種別にみると、運輸

業を除く１０業種中９業種で低下した。

（図１、図２、図３）

平成２０年見通し（売上・利益）

２０年の道内企業の業況見通しは、売上DI

（△１１）は１０ポイント、利益DI（△１６）は１２ポ

イントそれぞれ持ち直しが見込まれるものの

２桁のマイナスにとどまり、慎重感が強い。

２０年の売上は、「増加見込み」企業

（２１％）から「減少見込み」企業（３２％）を

差し引いたDI（△１１）は１０ポイント持ち直

しが見込まれる。製造業（＋５）は、１６ポイ

ント上昇しプラス水準に転じる見通しであ

る。一方、非製造業（△１７）は７ポイント上

昇が見込まれるものの２桁のマイナス水準に

とどまる見通しである。業種別にみると、建

設業で低下するものの食料品製造業、鉄鋼・

金属製品・機械製造業がプラス水準となるな

ど、１０業種中９業種で持ち直す見込みである。

２０年の利益は、「増加見込み」企業

（２０％）から「減少見込み」企業（３６％）を

差し引いたDI（△１６）は、１２ポイント上昇

する見通しである。製造業（＋１）は、２５ポ

イント、非製造業（△２２）は７ポイントそれ

ぞれ上昇が見込まれる。業種別にみると、売

上見通しを反映して食料品製造業、鉄鋼・金

属製品・機械製造業がプラス水準となるなど

全業種で持ち直す見通しである。

（図１、図２、図３）

資金繰り、短期借入金の難易感など

資金繰り判断DI（「好転企業」－「悪化企

業」）の１９年実績（△８）は、前年に比べ７

ポイント低下した。２０年見通し（△６）は２

ポイント上昇が見込まれる。

短期借入金の難易感DI（「容易企業」－

「困難企業」）の１９年実績（＋４）は前年に比

べ５ポイント低下した。２０年見通し（＋１）

はさらに３ポイント低下が見込まれる。

在庫判断DI（「過多企業」－「過少企業」）

の１９年実績（＋５）は前年同水準である。２０

年見通し（△２）は、在庫圧縮が進み７ポイ

ント低下が見込まれる。

雇用人員増減DI（「増加企業」－「減少企

業」）の１９年実績（△４）は、前年に比べ５

ポイント持ち直したものの、従業員の抑制傾

向が続いた。２０年見通し（△１）は３ポイン

ト上昇が見込まれる。

（図４、図５、図６、図７）

特別調査

― ５ ―― ５ ―
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４

５

６

７

設備投資

１９年に設備投資を「実施した」企業（４０％）

は６ポイント低下した。製造業（４７％）は３

ポイント、非製造業（３８％）は７ポイントそ

れぞれ低下した。業種別では１０業種中９業種

で低下した。２０年見通しでは、前年同時期調

査と比べ「実施予定」企業（２３％）は５ポイ

ント低下し、「実施しない」企業（４７％）は

６ポイント上昇が見込まれるなど企業の投資

マインドには幾分慎重感がみられる。一方、

「未定」企業（３０％）は３割を占めるなど、

様子見の企業も多い。 （図８）

道内景気の見通し

道内景気について、企業に１９年の判断と２０

年の見通しを聞いた。企業は自社の業況に比

べ、厳しい見方をとっている。

１９年の景気判断DI（△６１）は前年比２７ポ

イント低下し、大幅なマイナスになるなど道

内景気は極めて厳しい状況で推移したことが

うかがえる。前年に比べ「好転した」とみる

企業は皆無で「悪化した」とみる企業（６１％）

は６割強、「横ばい」とみる企業（３９％）は

４割弱となった。

２０年の景気見通しDI（△５３）は８ポイン

ト上昇が見込まれるものの大幅なマイナス水

準に変わりなく、道内企業は景気の先行きに

厳しい見方をとっている。 （図９）

売上・販売面で重視する項目

企業に２０年の売上・販売面で重視する項目

について、聞いた（複数回答）。

「人材の育成・強化」および「顧客ニーズ

の的確な把握」（ともに５９％）が、それぞれ前

年比３ポイント低下したものの第１位に挙げ

られた。業種別にみると「人材の育成・強化」

は鉄鋼・金属製品・機械製造業で７割強とな

ったほか、卸売業、小売業でも６割台半ばを

占めるなど各業種にわたり高いウェイトを占

めた。企業は技術の継承や営業力の向上など

を企図し有能な社員の育成に力を注ごうとし

ている。「顧客ニーズの的確な把握」は、木材

・木製品製造業、建設業、ホテル・旅館業な

ど６業種でトップに挙げられた。経営環境の

厳しさが続く中で、多くの企業が消費者や販

売先の要望に迅速に応えようとしている。ま

た「営業方法の見直し」（４１％）は建設業など

でウェイトを上げ４割強となった。このほ

か、「新商品（サービス）の開発」は食料品

製造業（７１％）で第１位に挙げられた。

（表１）

先行きの懸念材料

企業が２０年の業況見通しを考慮するにあた

り、懸念される材料を聞いた（複数回答）。

「原油価格の動向」（７８％）は前年比１７ポイ

ント上昇し、８割弱に達し第１位に挙げられ

た。続いて「公共投資の動向」および「個人

消費の動向」（ともに４９％）を挙げる企業が、

半数弱となった。

業種別にみると、「原油価格の動向」は全

ての業種でウェイトを増し、原油価格の高騰

が深刻な問題となっていることがうかがえ

る。運輸業で前年に続き全社が挙げたほか、

食料品製造業、鉄鋼・金属製品・機械製造

業、ホテル・旅館業など１０業種中７業種で第

１位を占めた。「公共投資の動向」（４９％）は

建設業でトップに挙げられたほか、鉄鋼・金
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＜図1-1＞道内企業の年間業況の推移�
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属製品・機械製造業で７割を超える高率とな

った。「個人消費の動向」（４９％）は小売業、

ホテル・旅館業で第１位に挙げられたほか、

食料品製造業では８割強となった。また「金

利の動向」（４０％）は、前年比３ポイント低下

したものの４割を占めた。このほか「住宅着

工の動向」は木材・木製品製造業で９割弱に

達した。 （表２）
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館

その他の
非製造業

�人材の育成・強化
①
５９
（６２）

①
５７
（５７）

②
５６
（４９）

②
５２
（３８）

①
７１
（８２）

③
４５
（５６）

②
６０
（６４）

②
５５
（５８）

①
６６
（７７）

①
６４
（６１）

②
５０
（５６）

②
５３
（６０）

①
７１
（７５）

�顧客ニーズの的確な把
握

①
５９
（６２）

②
４９
（５５）

４２
（５１）

①
５７
（５２）

③
４４
（４６）

①
５８
（７１）

①
６３
（６５）

①
６３
（５８）

②
６１
（６７）

①
６４
（６８）

①
５８
（６９）

①
８４
（８０）

②
５６
（６６）

�営業方法の見直し
③
４１
（４２）

３４
（３９）

２２
（３４）

３９
（４８）

③
４４
（３３）

３６
（４４）

③
４４
（４３）

②
５５
（５０）

③
４８
（４４）

３９
（４３）

４２
（２６）

３２
（４０）

２４
（３６）

�同業他社の商品、サー
ビスとの差別化 ４０

（４２）
３３
（３９）

３７
（５１）

３５
（３３）

２７
（３６）

３６
（２９）

４３
（４３）

３８
（３２）

３９
（４９）

③
５１
（５１）

４２
（４９）

②
５３
（６０）

③
４４
（４１）

�価格体系の見直し ３７
（３１）

③
４８
（３６）

③
５１
（２３）

③
４４
（５２）

②
４７
（４９）

②
４８
（２９）

３３
（２９）

３０
（３５）

３６
（３０）

３６
（２４）

③
４７
（３３）

３７
（２５）

２０
（１６）

�新商品（サービス）の
開発 ２５

（２８）
３６
（３６）

①
７１
（７０）

９
（２４）

２４
（１５）

２６
（１８）

２１
（２５）

９
（１２）

３８
（４７）

２４
（２２）

５
（１０）

２６
（５５）

３３
（３９）

�IT（ホームページ）の
活用 １５

（１６）
１３
（１７）

２２
（２６）

－
（２９）

９
（６）

１６
（９）

１６
（１５）

１２
（１０）

１６
（１８）

１５
（１８）

８
（３）

②
５３
（４５）

１８
（１８）

�他社との業務提携 １５
（１２）

１２
（１１）

２
（４）

４
（１９）

１５
（６）

２６
（２１）

１６
（１２）

２２
（１７）

１５
（９）

１０
（８）

２１
（１３）

－
（－）

１３
（１１）

	新たな事業への参入 １４
（１３）

１１
（１０）

７
（９）

９
（１４）

１５
（１５）

１３
（６）

１５
（１４）

１７
（１４）

１６
（１７）

１３
（１９）

８
（８）

５
（５）

２０
（９）


その他 １
（１）

３
（１）

－
（－）

４
（－）

－
（－）

１０
（３）

１
（１）

２
（１）

－
（２）

－
（１）

－
（３）

－
（－）

－
（２）

〈表１〉売上・販売面で重視する項目（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前年調査

特別調査

― １２ ―― １２ ―
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〈表２〉先行きの懸念材料（複数回答）
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�原油価格の動向
①
７８
（６１）

①
８６
（６６）

①
８５
（６５）

②
８３
（４８）

①
８２
（７０）

①
９４
（７７）

①
７４
（５９）

②
６４
（４７）

①
７５
（５９）

②
７２
（６２）

①
１００
（１００）

①
９４
（７５）

①
７５
（４８）

�公共投資の動向
②
４９
（４９）

③
４１
（４１）

７
（２４）

②
４８
（４８）

②
７１
（６４）

②
４８
（３８）

②
５２
（５１）

①
８５
（７７）

③
５０
（４６）

２７
（２８）

３２
（５１）

１７
（３０）

③
４１
（３６）

�個人消費の動向
②
４９
（５０）

②
５１
（４９）

②
８３
（７２）

４４
（４３）

２１
（１８）

②
４８
（５０）

③
４８
（５０）

２６
（２８）

②
５２
（６４）

①
７８
（７２）

③
４１
（３８）

①
９４
（８０）

３９
（５２）

�金利の動向 ４０
（４３）

③
４１
（４３）

３４
（４６）

３９
（２９）

４７
（４６）

４５
（４４）

４０
（４３）

４１
（４１）

③
５０
（６２）

③
３８
（３７）

２７
（４９）

１１
（３０）

②
４６
（２７）

�物価の動向 ３２
（２５）

３５
（３２）

③
４４
（４８）

２２
（２４）

２９
（３０）

３９
（１８）

３１
（２３）

３０
（１９）

４３
（２１）

３７
（２７）

１４
（１９）

③
２８
（３０）

２７
（２７）

�民間設備投資の動向 ３２
（３３）

２４
（２５）

２
（７）

１３
（１９）

③
５６
（５５）

２６
（２４）

３５
（３６）

③
５８
（５８）

３３
（３２）

２１
（１３）

１９
（３０）

１１
（２０）

２３
（２７）

�住宅着工の動向 ３０
（２５）

３０
（２０）

２
（２）

①
８７
（７６）

３２
（１２）

２３
（１８）

３０
（２７）

４７
（４１）

３３
（３３）

２４
（１７）

１９
（２７）

－
（－）

１１
（９）

�金融機関の融資姿勢 ２４
（２６）

２５
（２５）

２０
（２６）

３９
（１４）

２４
（３６）

２３
（１８）

２４
（２７）

３２
（２９）

２０
（３２）

１７
（１８）

２４
（２４）

２２
（３５）

２３
（２５）

	社会保障費の増加 ２２
（２３）

１９
（１９）

２９
（２０）

１７
（１４）

１８
（１８）

１０
（２１）

２３
（２５）

２１
（１８）

２５
（３０）

２３
（２４）

２４
（３５）

③
２８
（２０）

２１
（３２）


国と地方の財政改革
の動向 １９

（２２）
１２
（１６）

７
（２０）

１３
（１０）

１５
（１５）

１３
（１５）

２２
（２５）

４１
（３３）

２０
（２４）

１０
（１３）

５
（１９）

１１
（２５）

１４
（２５）

�中国経済の動向 １９
（１９）

３２
（３１）

３２
（２２）

③
４８
（５２）

２１
（３０）

３２
（２９）

１４
（１５）

１０
（１０）

２０
（２７）

１３
（１３）

１１
（１４）

③
２８
（１０）

１４
（１８）

�雇用の動向 １７
（１６）

１５
（１５）

２４
（２０）

１３
（５）

９
（１２）

１０
（１８）

１７
（１６）

１４
（１２）

１５
（１５）

２１
（１７）

１９
（１４）

③
２８
（４５）

１８
（２１）


アメリカ経済の動向 １７
（１１）

２９
（１６）

３７
（１５）

３９
（２９）

２１
（１２）

１９
（１２）

１２
（９）

１０
（７）

１２
（９）

２０
（８）

８
（１１）

６
（５）

１４
（１４）

�税制改正の動向 ※ １５ １４ １２ ４ ２１ １６ １６ １８ １２ １６ ２４ １１ １１

�政局の動向 １５
（５）

１０
（５）

２
（７）

１３
（－）

１２
（－）

１６
（９）

１７
（６）

２４
（９）

１０
（８）

１７
（３）

８
（－）

１７
（５）

１８
（５）

�為替の動向 １３
（１２）

１９
（２１）

２０
（１７）

３５
（４３）

９
（１５）

１６
（１８）

１１
（９）

８
（２）

１７
（１７）

１８
（１８）

３
（８）

－
（－）

９
（５）

�規制緩和の動向 １３
（１３）

９
（１３）

５
（１３）

４
（５）

６
（９）

１９
（２１）

１５
（１３）

１１
（９）

２２
（１４）

４
（１０）

②
４６
（２７）

－
（１０）

１１
（１６）

�株価の動向 １２
（７）

１２
（７）

１０
（４）

９
（－）

１５
（３）

１６
（１８）

１１
（７）

１４
（９）

８
（８）

１０
（９）

３
（－）

１１
（１０）

１８
（５）

�地価の動向 ８
（７）

５
（４）

－
（－）

９
（１０）

３
（－）

１０
（９）

９
（８）

１８
（１４）

７
（９）

４
（４）

－
（－）

－
（－）

５
（９）

�EPA（経済連携協定）
の動向 ※ ４ ５ ５ － ９ ７ ４ １ １０ １ ３ － ９

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前年調査、※は前年調査項目なし

特別調査

― １３ ―― １３ ―
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今回の調査では、企業の昨年の業況は後退しました。先行きについても持ち直し期待はあ

りますが、慎重な見方をとっています。原油高や原材料価格の上昇、公共投資の減少、住宅

着工の落ち込みなどが判断の背景にあるようです。このような中で、顧客ニーズを的確に把

握した積極的な提案や本州方面への営業を強化することにより、販路拡大を図ろうとする企

業が目立ちました。

以下に企業から寄せられた生の声を紹介いたします。

１．年間業況見通しと重視項目

●＜珍味加工業＞ 食品表示などが厳しくな
り業界全体が萎縮している。今後は通販に力
を入れる。

●＜水産加工業＞ 国産の原料だけを扱い商
品の差別化により営業展開してきたが、近年
は漁獲量減少により原料確保が難しくなって
いる。今後は輸入での調達も考える。

●＜合板製造業＞ 官庁工事の落ち込みなど
でマーケットは大幅に縮小した。業界も集約
されつつある。

●＜家具製造業＞ 新築住宅着工が減少して
いるが、確実な仕事、品質管理を徹底し信用
を得るほかない。困難な時代には経営者も従
業員も育つと考え前向きに取り組む。

●＜道路設備製造業＞ ７～８年前より本州
企業とのつながりを重視し、徐々に成果が出
ている。今後は人材育成に重点を置く。

●＜産業機械製造業＞ 営業活動強化によ
り、今後安定した受注が見込まれる。顧客の
要望に応えられるよう、人員の確保と設備投
資により生産能力の上昇を図る。

●＜農機部品製造業＞ 小規模農家は農業政
策の変更で助成対象から除かれ、農機を買い
控えている。農機メーカーの売上は３～４割
減少しており、当社の受注も減少している。

●＜印刷業＞ 道内景気は一段と悪化する。
受注競争も激化が見込まれるため、新技術を
武器に首都圏で強力に営業を展開する。

●＜仕出し業＞ 今年は商品・サービス面で
同業者との差別化を進める。北京オリンピッ
クの出場選手・役員の長期合宿に期待する。

●＜土木工事業＞ 学校統合による新校舎建
築や公営住宅の建て替え工事で受注増が期待
される。また団塊世代の住宅建て替えやリフ
ォーム需要を期待する。

●＜マンション分譲＞ 札幌圏の分譲マンシ
ョン市況は、今年前半は停滞が予測される。
当社の在庫は比較的少ないため今後の展開に
は柔軟な戦力をとり易く、見込客のニーズを
十分に取り入れた商品を開発する。

●＜建設業＞ 洞爺湖サミットもあり、周辺
地域整備のため一時的に建設事業が増加する
が、公共投資の削減が継続され、今後は厳し
い。民間等に目を向け徹底した営業をする。

経営のポイント

顧客ニーズを把握し販路拡大
〈企業の生の声〉

― １４ ―
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●＜内装工事業＞ 新築ビル物件が減少する
ので、古いビルのリニューアルとコンバージ
ョン（使用目的変更）を提案し、ビルの資産
価値を高める営業を展開する。設計事務所や
ビル管理会社からの情報収集を重視する。

●＜穀物卸＞ 輸入穀物が値上がりしている
ことで道内産の穀物消費が進むことが予想さ
れ、春以降は業況好転が見込める

●＜建築資材卸＞ ニセコ地区の建築ラッシ
ュが続く見込みで積極的に受注したい。

●＜建材店＞ 顧客は燃料費節減のためか、
小口で細かな配送を依頼してくる。当社の車
両費も１５％程度増えた。

●＜燃料店＞ 灯油最大消費地の北海道にと
って石油製品高騰は景気を減退させる。商品
の差別化が難しい業界なので社員教育を徹底
しサービス向上等、差別化を図る。

●＜コンビニエンスストア＞ アパート家賃
の一部補助、保育料の補助を実施し遠方の人
材でも確保できるようにした。

●＜土産品・書籍店＞ 土産品部門はサミッ
ト効果に期待する。書籍部門は活字離れが加
速し、売上減は避けられない。

●＜家具店＞ 地元の諸官庁、市町村などへ
の納入が減少している。老人保健施設への売
上は増加している。顧客ニーズを的確に把握
するとともに商店街の発展を考える。

●＜家具店＞ ホームページなどを活用し関
連商品を積極的に売り込みたい。

●＜スポーツ用品店＞ 足圧などを測り、一
人ひとりに合ったインソール（靴の中敷）を
作成、販売していく。

●＜トレーラー輸送＞ 不採算の貨物は料金
アップを図る。改善が見込まれない顧客は取
引解消も考慮する。

●＜機械類運輸業＞ 北海道は自立を求めら
れているが、海を隔て独立した地理的条件に
あるため、他地域と同じにはいかない。本州
の景気拡大の波に北海道は乗ることが難し
い。

●＜観光ホテル＞ 旭山動物園効果も冷めつ
つある。知床ブームも去り、本来のサービス
が求められる。従業員の教育・訓練が必要で
ある。

●＜観光ホテル＞ サミット効果を限られた
地域だけでなく、北海道全体がチャンスをど
う生かすかが重要である。

●＜自動車整備業＞ 石油高の影響を受け運
輸や建設関連業者の苦戦が続く。取引先の業
況を注視し、売掛金管理の徹底をする。

●＜自動車整備業＞ 燃料節約や高齢化によ
り遠距離ドライブが減り、整備需要も減少し
ている。顧客との接点を増やしカーライフの
アドバイスやサービス体制を整える。

●＜自動車整備業＞ 少子高齢化による車輛
登録台数の減少により、整備需要も減少して
いる。運送業者が減り単価が下落している。

経営のポイント

― １５ ―
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２．平成２０年の懸念材料など

●＜醸造業＞ 原油や穀物価格の高騰による
諸物価の値上がりや税制改正などによる消費
マインドの低下が懸念される。

●＜合板製造業＞ 住宅着工戸数の減少によ
る在庫増、および為替、原油価格の動向によ
るコストアップが懸念される。

●＜建材製造業＞ 建築基準法改正による住
宅着工の遅れ、原油高、サブプライムローン
問題顕在化による不景気感が強まる。

●＜肥料製造業＞ 原油価格の動向が懸念さ
れるが、さらに収益が悪化するとコスト低減
を目的とした設備投資も検討する。

●＜建設業＞ 建築基準法の改正で、戸建て
住宅を求める人のマインドが冷え込む。また
資材が値上がりし、住宅価格も上昇する。

●＜農業用資材卸＞ オーストラリアとの
EPA（経済連携協定）の動向は、道内農業を
左右する。

●＜農水産物卸＞ 原油価格高騰によるコス
トアップと消費者マインドの低下、輸入食品
の動向に注意する。金利の上昇も見込まれ借
入金を削減したい。

●＜農産物卸＞ 高騰する原油価格からバイ
オ燃料にシフトしている。穀物が使用される
ことで相場の高値が続き、北海道農業へ大き
な打撃を与える。

●＜鋼材卸＞ 道内景気の低迷、および公共
投資減による売上不振が予測される。原油価
格上昇によりコストアップの吸収が難しい。
社会保障費が増加しているため、全体の人件
費の抑制が厳しい。

●＜米穀卸＞ 米袋など包装資材の値上がり
や、安全・安心に関わるDNA検査などのコ
ストが増加している。

●＜スーパー＞ 本州への人口流出による需
要の減少、原油・物価の上昇による家計の負
担増は、道内景気にマイナスとなる。全道で
店舗展開している当社にも影響する。

●＜コンビニエンスストア＞ 同業者間の過
当競争に加え、ドラッグストアーなど異業種
からの参入もあり今後不安である。

●＜コンビニエンスストア＞ 都市部はアル
バイトの時給が飲食店などの他業種より安い
ため、人が確保できない。

●＜燃料店＞ 元売りからの値上げが頻繁
で、消費者への説明が大変である。

●＜都市ホテル＞ 中国、インドなどの経済
成長で需要も大きいが、原料となる資源、食
糧が大量に流れていくことが大変懸念され
る。

●＜自動車整備業＞ 顧客は運輸業が主体の
ため、燃料価格の高騰が末端業者である当社
に値引き要請が多くなる。

経営のポイント

― １６ ―
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前号（調査レポート２月号）では近年急速に世界的な食料需給が逼迫してきたこと、およびそ

の理由や今後も穀物等を中心として食料はタイトな状況が続く見通しであることなどに言及して

きた。では現在の日本の食料事情はどのようになっているのだろうか。

そこで本号では日本の「食」をめぐる現状や北海道の果している役割について考えてみる。

＜日本の食料事情と食料安全保障＞

１．日本の自給率推移

図表１は日本の食料自給率推移を示したもの

である。これによると、昭和４０年代前半までは

供給熱量総合食料自給率（以下、カロリーベー

ス自給率）および主食用穀物自給率がともに

７０％を上回るなど、比較的高い自給率を維持し

ていた。しかし昭和４０年代後半から、日本の食

料自給率は下がり続けており、平成５年には米

の不作の影響からカロリーベース自給率が昭和

３５年以降で最低の３７％を記録したほか、直近の

平成１８年度ではとうとう自給率が４０％を下回

り、３９％とワースト記録に近づく水準となって

しまった。また図表２のように、国際的に見て

も日本の自給率の低さは顕著であ

り、食料安全保障を考えるとき

に、現在の状況は決して安心でき

る水準とは言えない。

この自給率低下の要因は複数考

えられるが、その主なものは以下

の通りである。

・高度成長期以降、日本の食生活

の欧米化が進み、主食に関して

は自給可能な米の消費が減少

し、自給率の低い小麦などを主

原料とする他の食品の消費量が増加したほか、畜産物や油脂類の消費が増加したことの影響

・日本は元来より山岳や森林が多く農業に適した平地が少ないことに加え、経済発展と共に工業

用地や住宅用地の需要が増加し農地面積が減少したことから、農産物の生産が減少した影響

・近年まで日本の総人口は増加してきたのに対し、農業就業人口は減少の一途をたどり、耕地面

積の減少とともに農業の基礎生産力が減少してしまった影響

以上のような理由で日本の食料自給率は低水準となっており、また多くの国民もこの状況を不

２００３年
オーストラリア ２３７％
カナダ １４５％
アメリカ １２８％
フランス １２２％
スペイン ８９％
ドイツ ８４％
スウェーデン ８４％
イギリス ７０％
イタリア ６２％
オランダ ５８％
スイス ４９％
日本 ４０％

２００３年
１位 オーストラリア ３３３％
２位 アルゼンチン ２４９％
３位 ガイアナ ２２８％
４位 ウルグアイ ２０５％
５位 フランス １７３％
６位 タイ １６２％
７位 カザフスタン １５０％

１２３位 スワジランド ３１％
１２４位 日本 ２８％
１２５位 韓国 ２８％

レポート

食料問題と北海道農業（２）
～ 日本の食料事情と北海道のプレゼンス ～

図表１ 日本の食料自給率推移
（出所：農水省 総合食料自給率の推移）

図表２ 食料自給率の国際比較
（出所：農水省 食料需給表活版本）
＜主要先進国のカロリーベース自給率＞ ＜世界各国の穀物自給率＞
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安に感じている（図表３）。では日本が抱えている潜在的な

リスクとは何であろうか。

２．日本の抱えるリスク

（１）特定国の政策変更の影響を大きく受けるリスク

日本は食料の約６割を海外の諸国に依存していることは前

号で既に触れたとおりである。また主要な食物は特定の数カ

国しか輸出余力がないことにも言及した。なかでも日本はア

メリカへの依存度が非常に高い。図表４は日本の穀物等の輸

入相手国を示したものである。この表からも日本の「食」が

如何にアメリカに依存しているかが読み取れるで

あろう。つまり日本はアメリカの農業政策の影響

を大きく受けるのである。またアメリカから見れ

ば、日本に対する食料の輸出は外交上の大きな切

り札になる。

さて、ではアメリカの農業政策はどうなってい

るかと言うと、２００７年１２月に成立した「２００７年エ

ネルギー独立・安全保障法」（通称エネルギー法）

の下で大きな転換点にあると言える。アメリカは

環境問題・エネルギー問題・農業問題を一気に解

決する策としてバイオエタノールの利用を大幅に

増加させるよう、舵を切った。ここで蛇足ではあ

るが、なぜエネルギー法が上記の３つの問題を同時解決する方策となり得るかについて触れてお

きたい。

アメリカのバイオエタノールは現在のところ主にトウモロコシを原料としている。よってエタ

ノールを燃焼した際に発生するCo２はトウモロコシの成長過程で大気中のCo２が植物内に取り込ま

れたものであり、トウモロコシが再生産される限りは大気中のCo２は増加しないこととなる（一

般的にはカーボンニュートラルと呼ばれている）。このことから、化石燃料に代えてバイオエタ

ノールを使用した場合、Co２を削減でき、環境問題対策となるのである。ちなみにバイオエタノ

ールの製造や輸送時点で発生するCo２を考慮しても、一般のガソリンを使用した場合と比べて約

２０％～３０％のCo２が削減できると言われている（注１）。また同時に、バイオエタノールは再生可能燃

料であるから、限りある化石燃料の使用量削減につながるため、エネルギー問題対策ともなる。

そして最後に農業問題に関してだが、エタノールの利用促進は内需拡大を通じて農家に対する直

接補助金の削減につながっているのである。というのは、アメリカにおいてはエタノール混合ガ

ソリンに税金の減免措置を行っているほか、法制度でもバイオ燃料の利用を義務付けるなど、国

内のエタノール需要喚起策を講じており、一方では国外からのエタノール輸入に対する関税とし

図表３ 将来の食料供給に関する世論
（出所：内閣府 食料の供給に関する特
別世論調査）

図表４ 主要穀物等の輸入先
（出所：農水省 農林水産物輸出入概況／平成１８年数
量ベース）
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図表５ ２０００年以降の農産物主要産地における災害発生回数（出所：EM-DAT）

※２０００年～２００７年における主な災害発生状況（基準は注記５を参照）

て２．５％の従価税のほかに１ガロンあたり５４セントの追加税を課して、国内製品を事実上保護し

ている（注２）。その結果、国内のトウモロコシを利用したエタノールの需要は確実に高まり、農家

への直接補助を削減しても、農家の手取りは増加するという仕組みが確立されているのである。

（実際、米農務省の発表では２００７年のアメリカの農家収入は過去最高となる見込みである。（注３））

なお、今後はスイッチグラスやウッドチップといったセルロース系原料（注４）によるエタノール

の生産も本格的に研究、実用化されていくことになる見込みだが、それには技術的にも未だ不透

明な点が多いと言われている。ということは、当面のあいだはアメリカでのトウモロコシの品薄

感や大豆等からトウモロコシ栽培への転作が続くと考えられ、日本の食料および飼料輸入は高値

で推移し、アメリカの農業政策の影響を直接的に被る形となるだろう。

（２）異常気象の影響を受けるリスク

図表５はEM-DAT（注５）（Emergency Events Database）による世界の主要食料品産地での異常気象

発生状況を示したものである。同表からも食料主産地で多くの災害が発生していることがわか

る。仮にこれらの産地のうち複数の地域で同時に災害が発生した場合、食料品の大幅値上げだけ

でなく、輸出禁止措置などによって、食料の輸入大国である日本には必要な食材が入ってこなく

なる可能性も考えられる。

実際、昨今の小麦価格の高騰の理由の１つにオーストラリアの干ばつが長引いたことが挙げら

れている。また過去には、１９７２年の中国・アメリカ・旧ソ連・オーストラリアなどの世界同時不

作に端を発し、１９７３年にはアメリカが一時的に大豆の輸出禁止措置を実施するなど、世界的な食

料危機が発生したケースもあり、現在の穀物類の期末在庫率が当時と似通っていることを考慮す

ると、状況は（特に食料輸入大国である日本にとって）予断を許さないといえよう。
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またこのほかにも、政府間パネルの報告（注６）（IPCC・第４次報告）では「（現状のまま地球温暖

化が進行すれば）世界の気候システムに多くの変化が引き起こされ、その規模は２０世紀に観測さ

れたものより大きくなる可能性がかなり高い」と指摘しており、異常気象がもたらす「食」への

リスクは更に注意を要する事態となりかねない。

（３）複合的要因によって食品価格が大幅に上昇するリスク

図表６は日本のフードマイレージを他国と比

較したものである（注７）。日本ではアメリカや韓

国の約３倍のフードマイレージが発生してい

る。このことは日本の「食」の構造が、複合的

な価格上昇リスクにさらされていることを示

す。

つまり、日本は食料の輸入国であるから、ま

ず食料そのものの値上げの影響を受ける。これ

は当然としても、さらに原油高や貨物船の船腹

状況、為替変動など様々な価格変動の影響で二

重三重に食料価格が高騰してしまうリスクをは

らんでいることを示しているのである。実際、

海上運賃は中国の鉄鉱石や大豆などの輸入増加

で貨物船の船腹がタイトとなったほか、原油高

の追い討ちもあり、近年急激に上昇している

（図表７）。

これらのコストは当然輸入される食料にも跳

ね返っており、今後も中国をはじめとする

BRICs諸国の旺盛な貨物需要や原油高などが続

けば、輸入食料への価格転嫁がさらに強まる可

能性もある。

３．日本の食料安全保障体制

以上のように、日本の食料事情は様々なリス

クを内包している。そしてそのリスクは、まさ

に今顕在化しようとしている。では日本の食料

安全保障体制はどのようになっているのだろうか。

平成１４年に農水省において「不測時の食料安全保障マニュアル」が制定された。その要旨は図

表８の通りである。同マニュアルでは事態を３段階に分けており、備蓄の活用など様々な対策が

盛り込まれている。しかしながら現在の政府による食料備蓄量は、米１．４ヶ月分（約１００万トン）・

図表６ フードマイレージの国際比較
（出所：農林水産政策研究第５号（２００３））

図表７ 海上運賃の推移
（出所：Clarkson資料より�日本造船工業会が作成したデ
ータを使用）

※バルク・パナマックス（バラ積み・パナマ運河航行可能
最大船）の年間チャーター便１日の用船料
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2日に1杯 

（小麦53g/日分） 

（精米75g分） （じゃがいも2個・300g分） （野菜90g分） 

（さつまいも2本・200g） （じゃがいも1個・150g分） （りんご1/4・50g分相当） 

調味料（1日分） 

砂糖小さじ6杯、油脂小さじ0.6杯 

（精米75g分） （さつまいも1本・100g分） （魚の切り身84g分） 

2日に1杯 

（みそ9g/日分） 

3日に2パック 

（大豆33g/日分） 

6日にコップ1杯 

（牛乳33g/日分） 

7日に1個 

（鶏卵7g/日分） 

9日に1食 

（肉類12g/日分） 

焼きいも2本 蒸かしいも1個 果物 

茶碗1杯 焼きいも1本 焼き魚1切 

うどん 

みそ汁 

納豆 

牛乳 

たまご 

食肉 

国内生産のみで2,020kcal供給する場合の 
一日の食事のメニュー例 

＋ 

茶碗1杯 蒸かしいも2個 ぬか漬け1皿 

朝
食 

昼
食 

夕
食 

小麦２．３か月分（輸入麦需要比）・大豆２週

間分・飼料穀物１ヶ月分（別途民間備蓄あ

り）程度に過ぎない。したがってこの間に

事態が改善しなければ、生きていくために

必要な食料を確保するのが精一杯で、とて

も「食を楽しむ」状況にはなり得ない。ま

た直接的には外食産業や食品加工業が大き

な打撃を受けるであろう。加えて民間消費

支出の規模も小さくなり日本の経済全体も

大きな影響を受けることは必至である。

ちなみに平成１７年３月に閣議決定された

「食料・農業・農村基本計画」において平

成２７年度に達成する予定の農地面積・農業

技術・自給率（現状比＋６％）のもとで、

国産農産物だけで（必要カロリーを）維持

できる食事のメニュー例は図表９の通りで

ある。農水省によれば昭和２０年代後半の食

水準は維持できると言う。しかし、はたし

て美食・飽食に慣れてしまった日本人がこ

のメニューで満足できるだろうか。

このような事態に陥らない為にも、いま

こそ日本を取り巻く食料問題に関して国民

が真剣に向き合っていく必要があるのでは

ないか。

＜「食」における北海道のプレゼンス＞

世界と日本の食料事情を鑑みた場合、日

本の現在の食生活には黄色信号が灯ったと

いっても過言ではない。このような状況下

で、日常の対策として重要なのは、地道で

あってもやはり国産品の自給率を改善して

いくことではないだろうか。またその中

で、私たちの住むこの「北海道」は大きな役割を果す地域でもある。そこで、本章では日本の

「食」における北海道のプレゼンス（＝存在感）について考えてみる。

図表８ 食料安全保障マニュアルの概要
（出所：農水省 不測時の食料安全保障マニュアル）

図表９ 国産食料のみを使用したメニュー例
（出所：農水省 いざという時のために～不測時の食料安全保
障について～）
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１．北海道産農産物の国内シェア

まずは北海道の実力を知る為に、主な農産

物の生産量に占める北海道のシェアがどの程

度であるかを押さえておきたい。図表１０は主

な農産物の生産量と道産品のシェアを示した

ものである。道産作物は小麦・生乳・ばれい

しょ・玉ねぎなどで大きなシェアを占めてお

り、大豆においても全国トップのシェアを誇

るほか、水稲の生産量でも全国２位となって

いる。また畜産品のシェアはさほど高くない

ものの、飼料用作物の生産量シェアは６割を

超えており、その意味では畜産においても

（特に牛の飼育にとって）北海道は重要な役

割を果しているといえる。

２．道産農水産物を除いた国内自給率の考察

では道産農水産物を除いた場合、日本の自給

率はどの程度影響を受けるのであろうか。図表

１１は平成１７年の食料需給表（農林水産省発表）

などをもとに、北海道の農水産物生産がなかっ

た場合の自給率を独自に試算したものである。

これによれば日本全体の自給率は現状比で７ポ

イント程減少するものと考えられる。なお、同

試算は既存発表資料で推計可能な範囲で算出し

たものであり、実際はもう少し大きな変化が現

れると予想される。（北海道農政部が発表してい

る、全国の国産供給熱量合計に占める北海道産

農産物シェアを基に試算した場合、道産農産物

が無いだけで約１０％の自給率ダウンとなる。（注８））

さらに品目ごとに見ると、イモ類や酪農関係

品、海藻類などの自給率が大幅に下がるほか、

肉類の自給率（飼料自給率を勘案したもの）も

約３％まで落込むと予想される。このように北

海道が日本の食の安全保障において果している役割は非常に大きい。

全国 北海道 シェア 調査年
水稲 ８，５４６ ６４４ ７．５％ Ｈ１８
小麦 ８３７ ５１４ ６１．４％ Ｈ１８
大豆 ２３１ ７０ ３０．４％ Ｈ１８
生乳 ８，２８５ ３，８６１ ４６．６％ Ｈ１７
牛枝肉 ５００ ７４ １４．８％ Ｈ１７
豚枝肉 １，２４７ ７１ ５．７％ Ｈ１８
ブロイラー １，７０２ ７６ ４．４％ Ｈ１７
鶏卵 ２，４９７ １０８ ４．３％ Ｈ１８
にんじん ６１５ １８３ ２９．８％ Ｈ１８
ばれいしょ ２，７５２ ２，１５０ ７８．１％ Ｈ１８
たまねぎ １，０８７ ５８７ ５４．０％ Ｈ１８
飼料作物 ３４，７３７ ２１，０７５ ６０．７％ Ｈ１８

類別・品目別

国内
カロリー
ベース
自給率

除く
道産品
カロリー
ベース
自給率

１ 穀 類 ２８．３％ ２４．９％
２ い も 類 ８１．０％ ３５．３％
３ で ん ぷ ん ９５．３％ ９３．３％
４ 豆 類 ７．３％ ３．９％
５ 野 菜 ７８．８％ ６８．８％
６ 果 実 ４１．０％ ４０．８％
７ 肉 類 ７．７％ ２．９％
８ 鶏 卵 １０．４％ ４．１％
９ 牛 乳 及 び 乳 製 品 ２８．０％ ６．６％
１０ 魚 介 類 ５０．５％ ４１．８％
１１ 海 藻 類 ６４．７％ １７．２％
１２ 砂 糖 類
１３ 油 脂 類
１４ み そ
１５ し ょ う ゆ
１６ そ の 他 食 料 計 ５９．５％ ５９．２％

合 計 ３９．０％ ３２．５％

図表１０ 主な農産物の生産量と道産品のシェア
（出所：農水省 作物統計・食肉流通統計）

（千t）

※飼料作物は牧草・青刈りトウモロコシ・ソルゴー・青刈りえん麦の計
※塗りつぶした品目については生産量が全国トップシェア

図表１１ 道産農水産物を除いた場合の自給率
（出所：農水省 平成１７年食料需給表・作物統計・食肉流
通統計・漁業養殖業生産統計／経産省 工業統計調査）

不不明明
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３．北海道の農業が他産業に与える影響

北海道の農業はさらに道内を中心に他の産業にも大きな影響を与えている。北海道農政部で

は、道内の牛肉・乳製品・小麦・てん菜農家による道内関連製造業への経済波及額を４，４１４億

円、また道内の他産業への経済波及額は４，８４６億円と試算している。

（詳細は次号の調査レポートに掲載予定の日豪EPAに関する項目または道庁HPアドレスhttp : //

www.pref.hokkaido.lg.jp/ns/nsi/nouseihp/EPA.htmを参照）

これに加え具体的な数字とはなってはいないが、道内の農業が北海道の観光に果す役割も大き

い。道庁の「Web観光客動態調査」によれば、道外観光客のうち約３３％が北海道の美味しい

「食」を期待しており、また近年はファームインなどの農業体験観光も人気を集めている。加え

て、美瑛に代表されるように、北海道の風景には農業が溶け込んでおり、これが観光客から支持

されている。

現在、日本では国外からの観光客増加を目指して「ビジット・ジャパン・キャンペーン」を展

開しているが、この中で「北海道」が外国人客の人気観光地となっていることを考えれば、北海

道観光、ひいては北海道の農業が国際的観光振興に一役買っているといえるかも知れない。

さて、本号では日本の食料自給が危機的状況であること、およびその中で北海道は国内の自給

率維持のために重要な役割を果していることについて確認した。

しかし、現在日本の農業は更なる危機に直面しており、それは北海道の農業も例外ではない。

そこで次号の調査レポートでは、日本および北海道の農業が直面している問題点と対策について

取り上げたい。
＜参考資料・脚注等＞
（注１）国立国会図書館 ISSUE BRIEF no．５５３ 「国産バイオエタノールの普及に向けて」
（注２）東京経済大学経済学部 手塚 眞 教授 著 「米国およびブラジルにおける燃料エタノールの経済と政策」
（注３）日本経済新聞 H１９．１２．２１（朝刊）記事
（注４）スイッチグラスとは非食用のイネ科植物。乾燥に強く肥料もほとんど必要ないとされ、アメリカを中心に燃料

への利用が研究されている。またセルロースとは、植物の主な構成成分であり、ブドウ糖からできている。セ
ルロースをブドウ糖に分解することを糖化と言い、この糖を発酵させてエタノールを作る研究が行われている。

（注５）Emergency Events DatabaseはWHOとベルギー政府の支援により、１９８８年以降の災害をデータベース化したも
の。記録基準は、１０名以上の死者が出たもの・被災者が１００名以上に及んだもの・非常事態宣言がなされたも
の・国際支援要請があったもの、のいずれかである。なお、本レポートでは、干ばつ・熱波、寒波・虫害・暴
風のみをカウントした。

（注６）気候変動に関する政府間パネル（IPCC）は、世界気象機関（WMO）と国連環境計画（UNEP）との協力の下
に、昭和６３年（１９８８年）設立された政府間機構。二酸化炭素等の温室効果気体の増加に伴う地球温暖化の科学
的・技術的（および、社会・経済的）評価を行い、各国の政府に政策のアドバイスやカウンセリングを行うこ
とを目的とする。

（注７）農林水産政策研究 第５号（２００３）「食料の総輸入量・距離（フード・マイレージ）とその環境に及ぼす負荷
に関する考察」

（注８）北海道農政部 平成１９年３月 「北海道農業・農村の現状と課題」データより逆算したもの。

※本レポートの記載内容は、将来の農産物等の相場動向や投資根拠などを保証するものではあ
りません。

※前号調査レポート（２００８年２月号No．１３９）において誤植がございましたので訂正致します。
訂正箇所～１８ページ中段 誤（１ガロン≒３，７８５�）⇒正（１ガロン≒３．７８５�）
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

１２年＝１００前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）

１５年度 ９４．１ △０．１ ９６．６ ３．５ ９５．０ △１．１ ９８．８ ４．２ ８７．８ △３．５ ８５．４ △１．３
１６年度 ９４．３ ０．２ １００．５ ４．０ ９５．１ ０．１ １０２．５ ３．７ ８７．３ △０．６ ８７．５ ２．５
１７年度 ９１．０ △３．５ １０２．１ １．６ ９２．１ △３．２ １０５．１ ２．５ ８９．８ ２．９ ９０．１ ３．０
１８年度 ９３．８ ３．１ １０７．０ ４．８ ９５．０ ３．１ １１０．２ ４．９ ８７．５ △２．６ ９１．６ １．７

１８年１０～１２月 ９３．４ ３．６ １０８．９ ６．０ ９４．５ ３．０ １１１．６ ５．３ ９２．８ ４．３ ９８．２ ４．２
１９年１～３月 ９６．９ ２．５ １０７．５ ３．１ ９７．７ ２．６ １１１．０ ２．９ ９０．４ △２．６ ９６．２ １．７

４～６月 ９２．９ △０．８ １０７．７ ２．４ ９３．７ △１．９ １１１．８ ２．８ ８５．８ △６．１ ９５．９ ２．１
７～９月 ９２．２ △０．３ １１０．１ ２．７ ９２．３ △１．２ １１４．１ ３．３ ８６．７ △５．９ ９７．１ ２．６
１０～１２月 p９３．６ ０．５ p１１１．５ ２．７ p９２．７ △１．６ p１１６．４ ４．６ p９１．７ △１．２ p９８．９ ０．７

１８年 １２月 ９５．２ ５．２ １０９．６ ５．１ ９７．０ ４．３ １１１．８ ４．５ ９２．８ ４．３ ９８．２ ４．２
１９年 １月 ９７．１ ２．４ １０７．１ ４．４ ９６．４ △０．１ １１１．４ ４．７ ９３．６ ４．０ ９７．２ ２．５

２月 ９７．８ ４．１ １０７．９ ３．１ ９７．８ ３．２ １１１．４ ３．１ ９１．５ １．９ ９６．６ １．８
３月 ９５．８ １．５ １０７．６ ２．０ ９９．０ ４．７ １１０．２ １．４ ９０．４ △２．６ ９６．２ １．７
４月 ９４．４ １．１ １０７．４ ２．２ ９６．６ １．６ １１１．３ ２．０ ８８．６ △２．３ ９６．６ ２．０
５月 ９２．４ ０．０ １０７．１ ３．８ ９３．２ △１．０ １１１．５ ４．５ ８７．３ △４．０ ９６．２ ２．６
６月 ９２．０ △３．１ １０８．５ １．１ ９１．４ △５．７ １１２．７ ２．１ ８５．８ △６．１ ９５．９ ２．１
７月 ９２．０ △１．２ １０８．１ ３．２ ９１．２ △２．８ １１１．３ ３．１ ８６．３ △６．２ ９５．８ ２．４
８月 ９２．２ ０．６ １１１．９ ４．４ ９２．１ △０．５ １１６．７ ４．９ ８６．７ △６．０ ９６．０ ２．１
９月 ９２．５ △０．４ １１０．３ ０．８ ９３．７ △０．２ １１４．４ ２．０ ８６．７ △５．９ ９７．１ ２．６
１０月 ９２．４ ０．７ １１２．２ ４．７ ９１．２ △０．８ １１７．１ ６．８ ８８．８ △４．０ ９７．７ ２．０
１１月 r ９２．６ １．４ r１１０．４ ２．９ r ９１．２ △１．１ r１１５．１ ４．０ r ９２．２ ０．０ r ９９．４ ２．５
１２月 p９５．７ △０．７ p１１１．９ ０．７ p９５．７ △２．８ p１１６．９ ３．１ p９１．７ △１．２ p９８．９ ０．７

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業指数は季節調整済み（１２年＝１００）。前年比（前年同月比）は原指数による。在庫指数の四半期計数は最終月指数。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
１５年度 １，０３６，５４１ △６．３ ２１７，３３８ △３．３ ３８３，２９８ △９．４ ９０，８６５ △２．４ ６５３，２４３ △４．５ １２６，４７３ △３．９
１６年度 １，００６，３２５ △４．８ ２１３，８００ △４．０ ３６１，９０５ △４．８ ８７，８３２ △３．２ ６４４，４１９ △４．８ １２５，９６９ △４．５
１７年度 ９８７，７３３ △３．０ ２１２，５７５ △１．７ ３５０，７４６ △１．８ ８７，５８７ ０．３ ６３６，９８７ △３．７ １２４，９８９ △３．２
１８年度 ９８３，５１０ △１．６ ２１１，７２３ △０．９ ３３０，５１２ △２．６ ８６，１３０ △０．８ ６５２，９９８ △１．１ １２５，５９３ △１．０

１８年１０～１２月 ２６９，５９６ △１．６ ５７，７３４ △１．７ ９３，１７４ △３．４ ２４，６０５ △１．６ １７６，４２２ △０．６ ３３，１２９ △１．８
１９年１～３月 ２３８，４６２ △１．２ ５１，４５０ △０．４ ７９，２０５ △２．９ ２０，８４５ △０．１ １５９，２５７ △０．３ ３０，６０４ △０．７

４～６月 ２３３，９８６ △１．４ ５１，３０５ △０．６ ７４，０８９ △２．３ ２０，１３２ １．０ １５９，８９８ △１．０ ３１，１７３ △１．６
７～９月 ２３０，０１１ △２．９ ５１，２１９ △２．０ ７３，６８５ △４．２ １９，６７８ △２．３ １５６，３２５ △２．３ ３１，５４１ △１．９
１０～１２月 p２６０，９８３ △２．７ p ５７，９６０ △１．０ p ８７，４１０ △３．９ p ２４，０１９ △１．１ p１７３，５７３ △２．１ p ３３，９４１ △０．９

１８年 １２月 １０８，５０６ △２．２ ２２，７５７ △２．４ ３７，８１９ △５．６ ９，９４９ △２．２ ７０，６８７ △０．２ １２，８０８ △２．６
１９年 １月 ８５，３９９ △１．３ １８，９３６ △０．５ ２８，２３２ △２．９ ７，６５７ ０．０ ５７，１６７ △０．４ １１，２７９ △０．９

２月 ６９，７５８ △０．１ １５，１２５ ０．５ ２２，０９２ △１．５ ５，８４３ １．５ ４７，６６６ ０．６ ９，２８２ △０．２
３月 ８３，３０５ △２．０ １７，３８９ △１．１ ２８，８８２ △３．９ ７，３４６ △１．５ ５４，４２３ △０．９ １０，０４４ △０．９
４月 ７８，２３６ △３．３ １６，９０６ △１．８ ２４，５９５ △６．１ ６，５９８ △１．４ ５３，６４１ △１．９ １０，３０８ △２．０
５月 ７７，５６０ △１．７ １７，０４０ △０．８ ２４，１３２ △２．６ ６，５７３ △０．７ ５３，４２８ △１．３ １０，４６７ △０．９
６月 ７８，１９０ ０．９ １７，３５９ ０．９ ２５，３６２ １．９ ６，９６１ ５．１ ５２，８２８ ０．４ １０，３９８ △１．９
７月 ７９，７９６ △５．０ １８，６１２ △３．８ ２７，０４６ △６．８ ７，９０６ △４．４ ５２，７５０ △４．０ １０，７０７ △３．３
８月 ７６，６７５ △０．６ １６，６９４ △０．１ ２２，５３８ △１．５ ５，７４４ １．１ ５４，１３８ △０．２ １０，９５０ △０．８
９月 ７３，５３９ △３．０ １５，９１２ △２．０ ２４，１０１ △３．７ ６，０２８ △２．７ ４９，４３８ △２．７ ９，８８４ △１．５
１０月 ７７，４１４ △５．２ １７，１６０ △１．７ ２６，３３４ △４．７ ６，８６２ △１．６ ５１，０８０ △５．４ １０，２９８ △１．８
１１月 r ７８，４４２ △１．３ r １８，１２９ ０．４ r ２６，０１１ △２．０ r ７，５６５ ０．８ r ５２，４３１ △０．９ r １０，５６４ ０．１
１２月 p１０５，１２７ △２．０ p ２２，６７１ △１．５ p ３５，０６６ △４．６ p ９，５９２ △２．２ p ７０，０６２ △０．６ p １３，０８０ △１．０

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年比は既存店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２４ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１４０／本文／０２４～０２７　主要経済指標  2008.02.20 13.15.05  Page 24



年月

コンビニエンス・ストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）１７年＝１００
前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
１５年度 ４１９，３６４ △２．２ ７１，３３４ △２．５ ９９．７ △０．３ １００．３ △０．２ １１３．０３ １１，７１５
１６年度 ４２１，０４５ △１．１ ７２，９７３ △０．８ １００．０ ０．３ １００．２ △０．１ １０７．４９ １１，６６９
１７年度 ４１６，６１１ △２．９ ７３，７２４ △２．５ １００．１ ０．２ １００．０ △０．１ １１３．２６ １７，０６０
１８年度 ４１４，９２１ △１．７ ７４，２１１ △２．０ １００．５ ０．２ １００．２ △０．１ １１６．６４ １７，２８８

１８年１０～１２月 １０５，６２２ △０．１ １８，７８９ △０．７ １００．７ ０．６ １００．３ ０．３ １１７．７７ １７，２２６
１９年１～３月 ９４，６５３ △１．７ １７，５３２ △１．１ １００．０ △０．３ ９９．８ △０．１ １１９．４４ １７，２８８

４～６月 １００，７４９ △１．６ １８，４７３ △１．９ １００．５ △０．２ １００．２ △０．１ １２０．７３ １８，１３８
７～９月 １１０，０３１ △１．７ １９，９０３ △０．１ １００．７ △０．１ １００．４ △０．１ １１７．７８ １６，７８６
１０～１２月 １０３，６８０ △２．２ １８，９８６ △０．８ １０１．６ ０．９ １００．８ ０．５ １１３．１０ １５，３０８

１８年 １２月 ３６，７９６ △０．３ ６，５４２ △０．２ １００．７ ０．６ １００．２ ０．３ １１７．３０ １７，２２６
１９年 １月 ３２，０５６ △１．６ ５，８３５ △０．７ １００．５ ０．１ １００．０ ０．０ １２０．５８ １７，３８３

２月 ２９，６４５ △１．９ ５，４６８ △１．１ ９９．７ △０．５ ９９．５ △０．２ １２０．４５ １７，６０４
３月 ３２，９５２ △１．７ ６，２２９ △１．４ ９９．８ △０．５ ９９．８ △０．１ １１７．２８ １７，２８８
４月 ３２，１０５ △０．２ ６，０３４ △０．６ １００．２ △０．２ １００．１ ０．０ １１８．８３ １７，４００
５月 ３３，８８１ △２．０ ６，２３８ △０．６ １００．６ △０．１ １００．４ ０．０ １２０．７３ １７，８７６
６月 ３４，７６３ △２．３ ６，２０１ △４．２ １００．６ △０．２ １００．２ △０．２ １２２．６２ １８，１３８
７月 ３６，９６８ ０．９ ６，６５２ △０．２ １００．３ △０．１ １００．１ ０．０ １２１．５９ １７，２４９
８月 ３８，７０８ △２．６ ６，９５２ △０．２ １００．８ △０．１ １００．６ △０．２ １１６．７２ １６，５６９
９月 ３４，３５５ △３．２ ６，２９９ ０．０ １００．９ △０．２ １００．６ △０．２ １１５．０２ １６，７８６
１０月 ３５，０３０ △１．４ ６，３１９ △０．３ １０１．３ ０．４ １００．９ ０．３ １１５．７４ １６，７３８
１１月 ３２，８４３ △２．４ ６，０８９ △０．６ １０１．３ ０．８ １００．７ ０．６ １１１．２１ １５，６８１
１２月 ３５，８０７ △２．８ ６，５７８ △１．３ １０２．１ １．４ １００．９ ０．７ １１２．３４ １５，３０８

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年比は既存店ベースによる。 ■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
１５年度 １９３，２７２ △３．９ ５２，２１２ １２．８ ９２，０２８ △１３．９ ４９，０３２ ２．５ ４，７３３，４９０ △２．５
１６年度 １８９，５１９ △１．９ ５１，５３５ △１．３ ９０，０６６ △２．１ ４７，９１８ △２．３ ４，７４９，３４２ ０．３
１７年度 １８７，１４５ △１．３ ４６，１５３ △１０．４ ９０，６２４ ０．６ ５０，３６８ ５．１ ４，７５５，３６９ ０．１
１８年度 １７６，３００ △５．８ ４３，７８０ △５．１ ７７，３９８ △１４．６ ５５，１２２ ９．４ ４，５５７，３３１ △４．２

１８年１０～１２月 ３５，５６７ △４．９ ９，２１５ △１．７ １４，９３６ △１５．４ １１，４１６ １０．２ １，０２５，５０８ △１．０
１９年１～３月 ５０，６７８ △８．６ １３，３２９ ２．０ ２１，５０７ △２０．４ １５，８４２ ３．０ １，３７２，６８９ △５．８

４～６月 ４３，５２８ △４．７ １１，１１３ ３．２ １９，０６６ △８．１ １３，３４９ △５．７ ９７０，３２４ △６．８
７～９月 ４１，０３４ △７．６ １２，７８０ ２２．０ １６，８３３ △１６．７ １１，４２１ △１６．７ １，０５１，５６９ △５．９
１０～１２月 ３４，６８２ △２．５ １０，９１６ １８．５ １４，０５８ △５．９ ９，７０８ △１５．０ １，００５，７１７ △１．９

１８年 １２月 １０，３３０ △４．０ ２，８７７ △４．８ ４，０８８ △１５．８ ３，３６５ １７．０ ３３０，９０５ １．６
１９年 １月 ９，７７３ △６．７ ２，６７６ ４．２ ４，０１２ △１９．６ ３，０８５ ５．６ ３０８，２５５ △５．３

２月 １３，２６８ △９．５ ３，４３３ △１．４ ５，５９８ △１９．６ ４，２３７ ０．８ ４２４，９３７ △４．２
３月 ２７，６３７ △８．９ ７，２２０ ２．８ １１，８９７ △２１．０ ８，５２０ ３．３ ６３９，４９７ △７．１
４月 １４，４６８ △６．３ ３，７２０ ４．６ ６，２５３ △１３．７ ４，４９５ △２．９ ２９０，０６２ △７．３
５月 １３，４８５ △６．０ ３，４２０ ０．１ ５，５９２ △１１．７ ４，４７３ △２．５ ３０７，０７７ △４．８
６月 １５，５７５ △２．０ ３，９７３ ４．９ ７，２２１ ０．８ ４，３８１ △１１．３ ３７３，１８５ △８．０
７月 １５，１９１ △８．２ ４，３５１ １３．３ ６，９０９ △１３．７ ３，９３１ △１６．４ ３５８，０１９ △９．７
８月 １０，６０７ △６．３ ３，３２２ ２１．０ ４，２４１ △１７．３ ３，０４４ △１１．７ ２７７，５５７ △２．１
９月 １５，２３６ △７．７ ５，１０７ ３１．４ ５，６８３ △１９．７ ４，４４６ △１９．９ ４１５，９９３ △５．０
１０月 １２，６１９ １．２ ３，９８４ ３４．５ ５，００８ △９．８ ３，６２７ △８．２ ３３５，８８６ １．１
１１月 １２，６１５ △１．２ ３，９９３ １８．３ ５，４５９ ３．０ ３，１６３ △２２．８ ３６４，４８９ ０．６
１２月 ９，４４８ △８．５ ２，９３９ ２．２ ３，５９１ △１２．２ ２，９１８ △１３．３ ３０５，３４２ △７．７

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

■平成１５年１２月まではシャーシベース、平成１６年１月以降はナンバーベース

主要経済指標（２）

― ２５ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１４０／本文／０２４～０２７　主要経済指標  2008.02.20 13.15.05  Page 25



年月

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

１５年度 ５０，７２４ ３．９ １１，７３６ ２．５ １，２０６，９５４ △１７．６ １５４，５８９ △１３．７ １１１，０７８ ８．２
１６年度 ４８，１４８ △５．１ １１，９３０ １．７ １，１２２，１３８ △７．０ １３７，３５４ △１１．１ １１８，２９２ ６．５
１７年度 ５３，０４８ １０．２ １２，４９４ ４．７ １，０６８，８５８ △４．７ １２９，６２２ △５．６ １２４，８９７ ５．６
１８年度 ４９，９４６ △５．８ １２，８５２ ２．９ ９６１，１２２ △１０．１ １２２，８３８ △５．２ １２７，４１３ ２．０

１８年１０～１２月 １４，２９６ △１０．０ ３，４１７ ５．２ １２０，１７６ △１９．６ ２９，６７９ △３．１ ２９，８８４ △１．６
１９年１～３月 ６，６１８ △１５．７ ２，７９１ △１．８ １４１，０４０ １２．３ ２７，７３８ ７．７ ３３，１８５ △３．３

４～６月 １５，９９１ １１．０ ３，２５５ △２．６ ３３１，７５９ △１２．０ ３１，０４０ △０．７ ２９，７２１ △１０．８
７～９月 ８，９４６ △３８．８ ２，０７８ △３７．１ ２８８，７０７ △１０．６ ３１，６８０ △７．３ ３０，５６６ △１．４
１０～１２月 １０，３８６ △２７．４ ２，４８４ △２７．３ １４４，５３５ ２０．３ ２８，８１０ △２．９ ２９，８９３ ０．０

１８年 １２月 ４，３８５ ２４．３ １，０７９ １０．２ ２０，８３６ △４１．２ ８，４７９ △１．７ １１，３２２ △３．８
１９年 １月 １，７６４ △１．０ ９２２ △０．７ １３，１４６ １．０ ６，１２０ △０．９ ８，５１６ ２．６

２月 ２，１２４ △３．４ ８７３ △９．９ １０，６０４ △１９．３ ５，７７８ △４．６ ９，６７２ △４．２
３月 ２，７３０ △２９．４ ９９５ ５．５ １１７，２９０ １７．９ １５，８４０ １７．１ １４，９９８ △５．８
４月 ５，８３６ ３４．５ １，０７３ △３．６ １４２，０３７ △６．５ １１，５６８ １．５ ９，３０９ △９．０
５月 ３，３３４ △３２．４ ９７１ △１０．７ ８３，７８５ △１３．５ ８，４９０ △０．４ ９，４４９ △３．１
６月 ６，８２１ ３２．８ １，２１１ ６．０ １０５，９３７ △１７．４ １０，９８２ △２．９ １０，９６３ △１７．９
７月 ３，８８３ △２８．８ ８１７ △２３．４ １２２，８９３ ４．６ １０，７２３ △４．０ ９，５０５ ８．０
８月 ２，３５３ △４７．５ ６３１ △４３．３ ９２，１２７ △１９．７ ９，８４２ △５．１ ８，９２１ △２．６
９月 ２，７１０ △４２．２ ６３０ △４４．０ ７３，６８７ △１８．８ １１，１１６ △１２．１ １２，１４０ △７．０
１０月 ３，４６７ △３５．６ ７６９ △３５．０ ７３，０２７ １４．２ １１，７４２ △３．２ ８，９０３ ３．３
１１月 ３，８６０ △１４．７ ８４３ △２７．０ ４０，０８２ １３．３ ８，６８５ △４．３ １０，０３９ ０．９
１２月 ３，０５９ △３０．２ ８７２ △１９．２ ３１，４２６ ５０．８ ８，３８４ △１．１ １０，９５１ △３．３

資料 国土交通省 北海道建設業信用保証� 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（全 数）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍 ％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）季調値 原数値

１５年度 １３，０９０ △３．７ ０．５０ ０．６９ ６．７ ５．１ ６２５ △１４．７ １５，４６６ △１６．８
１６年度 １２，７８１ △２．４ ０．５５ ０．８６ ５．７ ４．６ ５７７ △７．７ １３，１８６ △１４．７
１７年度 １２，７０５ △０．６ ０．５８ ０．９８ ５．３ ４．４ ５５５ △３．８ １３，１７０ △０．１
１８年度 １３，０８２ ３．０ ０．５９ １．０６ ５．４ ４．１ ５４６ △１．６ １３，３３７ １．３

１８年１０～１２月 ３，１０３ ３．１ ０．６０ １．０７ ５．４ ３．９ １３２ △４．３ ３，３６６ △２．０
１９年１～３月 ２，７８４ ２．４ ０．５９ １．０５ ５．５ ４．１ １５９ １１．２ ３，４４０ ２．７

４～６月 ３，００３ △２．６ ０．５５ １．０６ ５．３ ３．８ １７２ ２０．３ ３，６１６ １０．２
７～９月 ４，０２８ △１．９ ０．５９ １．０６ ４．７ ３．７ １３８ ２３．２ ３，４６５ ６．６
１０～１２月 ３，０３２ △２．４ ０．５８ １．００ ５．０ ３．７ １３２ ０．０ ３，５７０ ６．１

１８年 １２月 ９２５ △１．８ ０．６０ １．０７ ５．４ ３．７ ４１ △１２．８ １，１０９ △３．５
１９年 １月 ８３８ △２．０ ０．６６ １．０６ ↑ ４．０ ３８ △１７．４ １，０９１ ４．０

２月 ９２６ ８．３ ０．６０ １．０５ ５．５ ４．１ ４９ ２．１ １，１０２ ５．６
３月 １，０１９ １．２ ０．５０ １．０３ ↓ ４．２ ７２ ４６．９ １，２４７ △０．６
４月 ８２０ △０．３ ０．５０ １．０５ ↑ ４．０ ４７ △２１．７ １，１２１ ３．１
５月 １，０２６ △６．９ ０．５６ １．０６ ５．３ ３．８ ７４ １００．０ １，３１０ ２１．０
６月 １，１５８ △０．１ ０．５８ １．０７ ↓ ３．６ ５１ １０．９ １，１８５ ６．７
７月 １，２２５ △４．４ ０．５９ １．０７ ↑ ３．５ ５２ ２０．９ １，２１５ １５．６
８月 １，５０５ △１．０ ０．６０ １．０６ ４．７ ３．７ ５０ ６１．３ １，２０３ ２．９
９月 １，２９９ △０．７ ０．５７ １．０５ ↓ ４．０ ３６ △５．３ １，０４７ ４．３
１０月 １，１４０ △８．３ ０．５９ １．０２ ↑ ４．０ ４７ △９．６ １，２６０ ８．１
１１月 ９４１ ０．１ ０．５８ ０．９９ ５．０ ３．７ ５０ ２８．２ １，２１３ １１．２
１２月 ９５１ ２．８ ０．５８ ０．９８ ↓ ３．５ ３５ △１４．６ １，０９７ △１．０

資料 北海道観光連盟 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

■年度は原数値、四半
期は月平均値。

■北海道の年度は暦年
値。

主要経済指標（３）

― ２６ ―
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年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
１５年度 ２１６，７１８ △３．９ ５６０，６０３ ６．３ ６７１，０５７ △７．６ ４４８，５５２ ４．２
１６年度 ２４３，９０７ １２．５ ６１７，１９４ １０．１ ７９８，３７８ １９．０ ５０３，８５８ １２．３
１７年度 ２６３，５９８ ９．８ ６８２，９０２ １０．６ ９６５，１４５ ２９．０ ６０５，１１３ ２０．１
１８年度 ３２４，５７８ ２３．１ ７７４，６２４ １３．４ １，２６３，７８１ ３０．９ ６８４，１３９ １３．１

１８年１０～１２月 ８９，８２９ １０．２ ２０１，８６２ １１．２ ３２０，２０５ １３．２ １７５，５５２ １０．８
１９年１～３月 ８１，３６３ ２４．０ １９８，８３６ １２．５ ２９６，５９８ ４．１ １７２，８４３ ６．６

４～６月 ９３，６３２ ２８．９ ２０４，８２３ １３．１ ２８３，５８０ △１４．８ １７９，５７４ ９．９
７～９月 １０３，２４７ ２７．８ ２１３，６２０ １０．７ ３２０，４０１ ２．０ １８３，３３０ ６．３
１０～１２月 p ９９，５２７ １０．７ p２２２，１１９ １０．０ p３８６，６８４ ２０．８ p１９５，４６６ １１．３

１８年 １２月 ２７，１０８ ７．３ ６９，５９１ ９．８ １１０，８０８ ６．７ ５８，４９５ ７．７
１９年 １月 ２４，１１５ ３０．４ ５９，５３２ １９．０ １１３，４１１ １８．２ ５９，５６７ １０．３

２月 ２７，２８２ ５５．１ ６４，１７７ ９．７ ７５，８１２ △１３．４ ５４，４３１ １０．２
３月 ２９，９６６ １．４ ７５，１２７ １０．３ １０７，３７５ ５．９ ５８，８４５ ０．２
４月 ３２，７３６ ３１．５ ６６，３２９ ８．２ １０１，７７６ △０．２ ５７，１１７ ３．５
５月 ２９，６０８ ３０．９ ６５，６５０ １５．１ １１４，５８０ △４．３ ６１，８１７ １５．６
６月 ３１，２８８ ２４．５ ７２，８４４ １６．２ ６７，２２４ △３９．５ ６０，６３９ １０．８
７月 ３０，４１１ １５．２ ７０，６３４ １１．８ ９７，０４６ ８．８ ６４，０２２ １７．１
８月 ３０，１２８ ７．２ ７０，２８３ １４．５ １０８，２１８ △４．２ ６２，９４６ ５．８
９月 ４２，７０８ ６２．７ ７２，７０３ ６．５ １１５，１３７ ２．８ ５６，３６３ △３．２
１０月 ３５，０３９ △８．６ ７５，０６６ １３．８ １１５，７０６ １２．９ r ６５，０４４ ８．７
１１月 r ３２，８４２ ３４．８ r ７２，６８９ ９．７ r １３９，４２７ ３０．５ p ６４，７７２ １３．２
１２月 p ３１，６４６ １６．７ p ７４，３７３ ６．９ p１３１，５５１ １８．７ p ６５，５９４ １２．１

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貯金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
１５年度 １２０，７２６ ０．５ ５，１５８，０２３ ２．０ ８６，７０８ △０．３ ４，０１３，０５１ △３．２
１６年度 １２４，１５０ ２．３ ５，２２６，７５２ １．３ ８６，２２３ △０．６ ３，８９４，３９０ △３．０
１７年度 １２３，１６０ △０．８ ５，３００，８９８ １．４ ８８，８４１ ３．０ ３，９５５，８１６ １．６
１８年度 １２５，４１３ １．８ ５，３５９，４５３ １．１ ８８，２７０ △０．６ ３，９９２，０９４ ０．９

１８年１０～１２月 １２５，４２８ １．１ ５，２６５，８９０ ０．４ ８８，６０７ １．５ ４，００３，５１７ １．８
１９年１～３月 １２５，４１３ １．８ ５，３５９，４５３ １．１ ８８，２７０ △０．６ ３，９９２，０９４ ０．９

４～６月 １２６，２５８ １．９ ５，３８５，４８４ ２．０ ８６，６７２ ０．０ ３，９６１，５１６ ０．８
７～９月 １２５，８９６ １．７ ５，３７０，４８８ ２．２ ８７，４４６ △１．１ ３，９９１，６３９ ０．７
１０～１２月 １２７，８４５ １．９ ５，４２５，０７６ ３．０ ８８，３８３ △０．３ ４，０４４，０５２ １．０

１８年 １２月 １２５，４２８ １．１ ５，２６５，８９０ ０．４ ８８，６０７ １．５ ４，００３，５１７ １．８
１９年 １月 １２３，３１５ １．０ ５，２６２，０７５ ０．６ ８７，７４６ １．８ ３，９６８，５０９ １．７

２月 １２３，５１１ ０．５ ５，２７８，１０６ １．０ ８７，８０２ ０．６ ３，９６０，２３９ １．５
３月 １２５，４１３ １．８ ５，３５９，４５３ １．１ ８８，２７０ △０．６ ３，９９２，０９４ ０．９
４月 １２６，９２４ １．４ ５，３８８，７７４ １．５ ８９，０５９ △０．１ ３，９６３，５８３ １．０
５月 １２５，１１０ １．５ ５，４１５，０２６ １．９ ８７，５７５ ０．０ ３，９４１，８８９ ０．６
６月 １２６，２５８ １．９ ５，３８５，４８４ ２．０ ８６，６７２ ０．０ ３，９６１，５１６ ０．８
７月 １２５，６７４ １．８ ５，３７８，９１８ ２．８ ８６，８０８ △１．０ ３，９５２，０４５ ０．３
８月 １２５，３６９ １．８ ５，３５３，１３３ ２．３ ８６，７８７ △１．２ ３，９６３，２７６ ０．８
９月 １２５，８９６ １．７ ５，３７０，４８８ ２．２ ８７，４４６ △１．１ ３，９９１，６３９ ０．７
１０月 １２５，１３６ １．８ ５，３５５，３２６ ２．７ ８８，１１１ ０．７ ３，９５５，５３９ ０．７
１１月 １２５，８４１ １．８ ５，４２８，６８７ ３．０ ８７，３４１ △０．７ ３，９６８，２６８ ０．４
１２月 １２７，８４５ １．９ ５，４２５，０７６ ３．０ ８８，３８３ △０．３ ４，０４４，０５２ １．０

資料 日本銀行

主要経済指標（４）

― ２７ ―
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